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領収書の公開に係る新聞記事について 
 

平成 19年の政治資金規正法改正時における新聞記事における領収書の公開

に係る記述について、次のように整理した。 

 

１．すべての領収書を公開することについて 

 

 ○「早川（忠孝衆院議員）は「政敵に政治活動を知らせるも同然。与野党

の中傷合戦が始まるのは間違いない」と発言」（平成 19年８月４日・毎日新

聞） 

 ○「多くが「政治活動の自由を阻害するものも含まれているかもしれない」

（鴨下一郎環境相）と慎重姿勢を見せる」（平成 19年９月 26日・日本経済新

聞） 

 ○「自民党が「政治活動の自由や、個人情報の保護に配慮すべきだ」と難

色を示し」（平成 19年９月 30日・東京新聞） 

 ○「自民党は、公開を第三者機関に限定する理由について「民間企業は１

円から領収書を取るが、見せているのは守秘義務を課せられた税務署だ」

（谷垣政調会長）として、民間企業並みの対応だと説明している。党内

には「１円以上」の公開が政治活動の自由を阻害するとの懸念も強い」（平

成 19年 10月２日・読売新聞） 

 ○「丸山和也参院議員は、執行部案は手ぬるいという考え。「（領収書の

公開を新設の第三者機関に限定する執行部案は）庶民感覚から、かなり

ずれている。秘密にしないと政治活動の自由が保障されないというが、

疑問だ」と語ると、平将明衆院議員は反論した。「政治活動の自由がな

いと大変なことになる。この問題は一時の雰囲気でやることではない」（平

成 19年 10月５日・読売新聞） 

 ○「自民党内が全面公開に消極的であることにかわりはない。添付は「民

間なみ」に１円以上からを認めたものの、「民間が領収書を見せる税務

署や監査法人は守秘義務がある」（谷垣禎一政調会長）という考えから

だ。４日朝に開かれた党改革実行本部の総会では「企業だってライバル

に手の内をみせたら仕事にならない」などと反対意見が相次いだ」（平成

19年 10月５日・朝日新聞） 

 ○「（自民党は）献金も含めた全支出の１円からの領収書公開について、

一部に容認論もあったが、「与野党で使途の暴露合戦になる」「公開の

コストが膨大になる」などの慎重論も強く、まとまらなかった」（平成 19

年 10月 10日・毎日新聞） 

 ○「与党は１円以上の全領収書を原則公開することで合意したが、自民党

内には「政治活動の詳細まで外部に知られる」などとして、公開は収支

報告書のチェックにあたる公認会計士らだけに制限したいとの声が根強

い」（平成 19年 10月 19日・読売新聞） 
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 ○「背景には「あらゆる会合の日付や場所が明らかになり、会合相手のプ

ライバシーを侵害したり、相手陣営に、手の内を知られる」（若手）と

の声がある。これが「政治活動の自由の侵害につながる」と懸念する意

見が自民党内には根強くあるためだ」（平成 19年 10月 23日・読売新聞） 

 ○「（自民）党内には、「政治活動の手の内を全部さらけだすことになる」

との懸念が根強くある」（平成 19年 11 月 24日・読売新聞） 

 ○「領収証の公開基準については、野党４党と公明党が「すべての領収証」

と主張したのに対し、自民党は「政治活動が白日の下にさらされる」と

して慎重姿勢を示してきた」（平成 19 年 11月 27日・産経新聞） 

 

２．領収書の開示請求の拒否について 

 

 ○「実務者協議では自民党が「実際の公開にあたっては第三者機関で請求

の是非を審査する」との条件を提示。自民党内には「ウチの党に集中す

るに決まっている」（中堅議員）との危機感も強く、少額領収書の公開

で党内から異論が出る可能性もある。これに対し民主党は請求を拒否す

るケースを法令で明示すべきだと主張。実務者協議の進行役を務めた公

明党の東順治副代表は会見で「「いたずらに政治団体を混乱させるため

の請求」などは排除される」との認識を示した」（平成 19年 11月 29日・毎

日新聞） 

 ○「与党側の実務者は「大原則公開」だと強調し、自民党の武部勤・党改

革実行本部長は「公序良俗に反するものじゃなければみんな出す、だ」

と力を込めた」（平成 19 年 11 月 29日・朝日新聞） 

 ○「与党と民主党は、開示拒否できる場合を限定的に列挙することで合意

しており、公開基準がゆるくなることは決してないとの主張だ。公明党

の東順治・政治改革本部長は具体例として①いたずらに混乱させるため

の請求②敵対的なもの－を挙げた。ただ、具体的に書き込むのは簡単で

はない。たとえば「敵対的」といっても「何が敵か。行政として認定す

ることは非常に難しい」（金融庁）というのが現実だ。一方で、自民党

内には「首相らの政治情報を外国のスパイから守る手段が必要だ」とい

った懸念もある」（平成 19年 11月 29日・朝日新聞） 

 ○「与党は「大量に開示請求があったりすると、請求に応じられない場合

がある」などとしている。これに対し、民主党などは「全額公開の骨抜

きは許されない」とけん制している」（平成 19年 11月 29日・読売新聞） 

 ○「最大の問題は、一万円以下の領収書について請求に応じて公開を義務

付けたものの、総務省や第三者機関などが「悪意ある請求」「敵対的請

求」などと認めた場合は公開を拒むことができる点だ」（平成 19年 11月

29日・日本経済新聞） 

 ○「公開の例外規定も今後の課題として積み残し。敵対候補が相手を追い

詰めるために多量の請求を出すなど「公序良俗に反する」（武部氏）以
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外は全面公開と強調するが、例外規定に合致するかの判断は総務省に委

ねられる見通しだ」（平成 20年 11月 29 日・東京新聞） 

 ○「１万円以下の少額領収書は、事務手続きの煩雑化を狙った公開請求を

防ぐため、「権利乱用や公序良俗に反する場合」には制限もあると規定

する」（平成 19年 12月 5日・読売新聞） 

 ○「この日、国会内であった与野党ワーキングチームでは、非公開とでき

る基準を政治資金規正法など法律に書き込むことは難しいと判断。新設

される委員会が「権利の乱用と公序良俗に反しない」といった考え方を

基本にして、具体的な規定を定めることにした」（平成 19年 12月５日・朝

日新聞） 

 ○「政治団体が保管するとされた 1 万円以下の領収書では、「非公開基準」

が法改正前には明示されず、第三者機関「政治資金適正化委員会」に委

ねられた。武部氏は「権利乱用や公序良俗違反になるもの以外は、情報

公開法に準ずる形で公開する」と説明する。だが、開示請求の窓口は総

務省や都道府県選管となり、「非公開基準」に基づく判断は総務省など

の担当者が担う。そこで幅広く解釈すれば、非公開が広がる可能性もあ

る」（平成 19年 12月６日・朝日新聞） 

 ○「団体側の事務を混乱させる目的での公開請求を防ぐため、公開制限す

る規定も設ける」（平成 19年 12月６日・読売新聞） 

 ○「開示請求があっても、「権利の乱用」「公の秩序、善良の風俗に反す

る」と認められる場合は公開を制限しており、恣意的に非公開とされな

いよう歯止めをかけられるかどうかも問題となる」（平成 19年 12月？日・

朝日新聞） 

 ○「ただ、１万円以下の領収書の公開基準は第三者機関の判断に先送りし

ており、全面公開されるかは判然としていない」（平成 19 年 12 月 22日・毎

日新聞） 

 ○「開示の実務は、総務省や都道府県選管の担当者が行う。担当者は請求

の適否も判断し、「権利の乱用」などと認定すれば開示を制限すること

もできるため、全面公開とならないケースが出る恐れも指摘されている」
（平成 19年 12月 22日・朝日新聞） 

 ○「改正政治資金規正法は全領収書を公開対象にしているが、１万円以下

の少額領収書については「権利の乱用や公序良俗に反する」場合は公開

を拒否できるとも定めており、公開の可否についてはこの「政治資金適

正化委員会」に指針の策定をゆだねている。自民党の伊吹幹事長は「相

手を陥れるための公開請求を排除することが重要だ」と指摘するが、拒

否対象が幅広く認められれば１円以上公開は骨抜きになりかねない」（平

成 20年１月３日・読売新聞） 
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 ○「与党側は「いたずらに政治団体を混乱させるための請求や、敵対的な

請求」などは非公開とする考えを示しているが、そうした基準があいま

いなままだと、結局、公開拒否が相次ぎ、「原則公開」が揺らぐことに

なる。今後、抜け道を許さないための協議が必要だ」（平成 19 年 11 月 30

日・毎日新聞社説） 

 ○「疑問があるのは、一定額以下の領収書について、公開しない場合もあ

るとしていることだ。「敵対的な請求」や「いたずらに混乱させるため

の請求」を検討しているというが、だれがどんな基準でそう判断するの

か」（平成 19年 11月 30日・朝日新聞社説） 

 ○「結果として一万円以下は「条件付き公開」になった形だ。公開を拒否

できるケースとして悪意のある請求などをあらかじめ列挙するという。

基準があいまいで抜け道ができるようでは意味がない。十分な検討を求

めたい」（平成 19 年 11 月 30日・東京新聞社説） 

 ○「政治資金については明確で客観的なルールを定めることが大事である。

今回の合意では、一万円以下の領収書の公開については、どのような場

合に公開を請求でき、どのような場合に請求を拒否できるのかが必ずし

も明確ではない。より客観的な基準作りが課題である」（平成 19年 11月

30日・日本経済新聞社説） 

 ○「1 万円以下の領収書の公開では、各政治団体が公開を拒否できる基準を

定めることになった。与党が「大量に開示請求があると、応じられない

場合がある」などと主張したためだ。恣意的に拒否できるようでは、新

制度が骨抜きとなりかねない。拒否できるケースは極力少なくすべきだ

ろう」（平成 19年 12月１日・読売新聞社説） 

 ○「しかし、１万円以下のものは公開を拒める例外を設けるという。特定

の政治家を狙い撃ちにして、敵対的に公開を請求する行為などを防ぐた

めだというが、常識的な支出と処理が行われていれば、そのような請求

は無意味になるのではないか。「領収書は原則公開」という趣旨をでき

るだけ維持してもらいたい」（平成 19 年 12月３日・産経新聞主張） 
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